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東京証券取引所 TOKYO PRO Market 上場目的の開示に関するお知らせ 

 

 株式会社東京証券取引所が 2026 年４月３日付「TOKYO PRO Market への上場目的の開示のお願い」に基

づき、当社の上場目的及びその実現状況について、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．TOKYO PRO Market への上場目的 

 当社は、2024 年１月 30 日付で株式会社東京証券取引所が運営する TOKYO PRO Market（以下「TPM」と

いいます。）に上場いたしました。当社グループは「安全・品質は、我が社の商品」を基本理念に掲げ、

九州を事業基盤としながら全国に展開する総合ロジスティクス事業を営んでおります。単に「物を運ぶ企

業」にとどまらず、時代に適合したサステナブルな物流を創造する「物流メーカー」としての地位を確立

するため、TPM 上場を通じて、以下の目的の実現を目指しております。 

 

（１）社会的信用力・知名度の向上を通じた事業基盤の強化 

 物流業界は競合事業者が多数存在しており、荷主企業・取引先・金融機関からの信頼の獲得が持

続的な成長の根幹となります。当社は TPM への上場により上場企業としての社会的信用及び知名

度を獲得し、これを以下の具体的な成果に結びつけることを目的としております。 

 ・大手メーカー・大手物流会社との既存取引関係のさらなる深化と取引単価の改善 

 ・これまでアプローチが難しかった新規大手荷主への営業展開の加速 

 ・金融機関との関係強化を通じた安定的・多様な資金調達体制の構築 

 ・ドライバーを中心とした採用市場における認知度の向上と応募者層の拡大 

 

（２）内部管理体制・コーポレート・ガバナンス体制の高度化 

 当社は、TPM 上場を、将来的な一般市場へのステップアップ上場に向けた段階的な準備の場とし

て位置づけております。上場会社として求められる内部管理体制・内部統制・適時開示体制・コー

ポレート・ガバナンス体制を、実際の上場環境の中で整備・高度化し、一般市場の上場基準に適合

する経営管理水準の達成を目指してまいります。 
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２．上場目的の実現状況 

 TPM 上場後、当社は前項の上場目的の実現に向けて取組みを進めており、現時点における実現状況は次

のとおりです。 

 

（１）社会的信用力・知名度の向上を通じた事業基盤の強化 

 上場以降、上場企業としての情報開示体制を着実に運用しております。上場による信用力・知名

度の向上を背景として、既存の大手メーカー・大手物流会社等との取引関係の維持・深化が進んで

おります。また、名古屋営業所（2024 年６月）、小倉オフィス（2024 年９月）、岩手営業所（2025

年９月）等の新拠点開設を通じた営業エリアの拡充も着実に進捗しており、連結売上高は 2025 年

10 月期において 101 億 7,090 万円（前期比 9.8％増）を達成いたしました。引き続き、上場による

信用力・知名度の向上を最大限に活用し、取引基盤の拡充と採用力の強化を推進してまいります。 

 

（２）内部管理体制・コーポレート・ガバナンス体制の高度化 

 上場後、監査法人による継続的な会計監査への対応、コーポレート・ガバナンス報告書及び支配

株主等に関する事項の適切な運用・開示を継続しております。担当 J-Adviser であるフィリップ証

券株式会社の継続的な指導のもと、内部管理体制の整備及び幹部会議・取締役会を中心とした意思

決定プロセスの明確化を進めており、上場企業としてのガバナンス水準の維持・向上が図られてい

るものと認識しております。今後、一般市場の上場審査に適合する水準への体制の更なる高度化を

継続的に推進してまいります。 

 

３．追加的な情報開示 

（１）中長期的な成長目標・成長戦略 

 当社グループは、「物流メーカー」を標榜し、九州を起点とした広域ロジスティクスネットワー

クの強化と、物流 DX の深化による収益体質の改善を中長期的な成長戦略の柱と位置づけておりま

す。具体的な成長施策は以下のとおりです。 

・メーカー物流領域における安定輸送需要の確保と運賃適正化 

長年培ってきた大手メーカー・大手物流会社との強固な取引関係を基盤に、2024 年問題を

契機とした物流コスト適正化の流れを活かし、取引単価の改善と安定受注の拡大を推進し

ます。 

・自社開発配車管理システムを活用した物流 DX の深化 

自社で開発・運用する配車管理システムを中心に、車両稼働率の向上・運行管理の高度化・

グループ内情報共有の精度向上を推進し、限られた人員・車両による最大の付加価値創出を

目指します。 

・拠点ネットワークの最適化と輸送供給能力の強化 

計画的な車両投資及びスイッチングセンター等の拠点整備を継続し、需給変動に対応可能

な安定した輸送供給体制を維持・強化してまいります。 

 これらの取組みを通じ、当社グループは連結売上高の持続的な増収を当面の経営目標としてお

ります。なお、当期（2026 年 10 月期）の連結業績予想は、2026 年 12 月 12 日付「連結業績予想の

修正に関するお知らせ」のとおりであります。 
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（２）一般市場への上場目標時期及び上場予定市場、スケジュール 

 当社は、TPM への上場を一般市場へのステップアップ上場に向けた準備段階と位置づけており、

今後３〜５年以内を目途に一般市場への上場を目指しております。上場予定市場については、当社

の事業規模・成長戦略及び内部管理体制の整備状況等を総合的に勘案のうえ、担当 J-Adviser とも

協議をしながら、今後適切な時期に確定・開示してまいります。 

 

（３）対処すべき課題 

 当社グループが現在認識する主要な経営課題は以下のとおりです。 

・人材確保・定着の強化：物流業界全体における構造的なドライバー不足が継続しており、採

用力の強化・労働環境の改善・処遇制度の充実・物流 DX による省人化の推進を継続的に実施

してまいります。 

・収益性の改善：燃料費の高止まり・人件費の上昇・計画的な設備投資に伴う減価償却費の増

加等により、直近期において営業利益・経常利益が減少しております。運賃改定交渉の推進・

配車効率の向上・間接業務の DX 化等を通じた収益体質の改善を重点課題として取り組んでま

いります。 

・財務健全性の維持：成長投資の継続に伴い有利子負債残高が増加傾向にあります。営業キャ

ッシュ・フローの安定的な確保と計画的な借入管理を通じた財務健全性の維持・改善に努めて

まいります。 

・内部管理体制等の更なる高度化：一般市場の上場審査に適合する水準への内部統制・内部監

査・コーポレート・ガバナンス・開示体制の高度化を継続的に推進してまいります。 

 

（４）上場目的の実現状況の評価指標 

当社は、上場目的の実現状況を翌年以降に適切に評価・開示するため、以下の指標を中心に進捗

管理を行ってまいります。なお、中長期的な数値目標の設定については、担当 J-Adviser との協議

を経て、次回以降の開示において具体化してまいります。 

・連結売上高の持続的な成長（前期比増収の継続） 

・新規取引先の獲得状況 

・採用応募者数及び採用人数の推移 

 

４．今後の取組み 

 当社は、上記の上場目的の実現に向けた取組みを継続するとともに、上場企業としてのコーポレート・

ガバナンス及び内部管理体制の更なる強化、適時かつ適切な情報開示及び IR 体制の充実、並びに経営基

盤の継続的な強化に取り組んでまいります。上場目的の実現状況については、次回以降、毎年１回以上、

定期的に評価し開示してまいります。 

以上 

 

【ご留意事項】 

本資料の記載内容および日程等は、現時点での予定に基づくものであり、当社の今後について確約するものではないことをあら

かじめご了承ください。経営環境の変化等により、本資料の記載内容との間に乖離が生じる可能性があります。 

 


